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再生可能エネルギーでの「地産地消」① 

－再エネを活用した地域循環に向けて－ 

 

視 点 

 2016 年に予定されている電力小売の全面自由化を見据えて、秋田県鹿角市、群馬県中

之条町、広島県安芸高田市、福岡県みやま市などで地方自治体により自前の地域電力会

社を立ち上げる動きが出るなど、再生可能エネルギー（以下「再エネ」という。）の「地

産地消」への期待が高まっている。また、（一社）創発的地域づくり・連携推進センタ

ーによる地方自治体を対象としたアンケート調査結果でも、地方自治体における再エネ

の「地産地消」に対する期待が高いという結果が示されている。 

 本稿では、まず再エネの「地産地消」を題材にしたレポートの第一弾として、地方自

治体が中核的な役割を担う事例（岩手県北上市）と地元民間企業が中核的な役割を担い

地元自治体に働きかけている事例（会津電力（株）：福島県喜多方市）の２つを紹介す

る。 

 

要 旨 

 （一社）創発的地域づくり・連携推進センターが公表した「再生可能エネルギ

ー導入の実態と自治体意向調査集計結果 －地域が元気になる再生可能エネル

ギー推進の観点から－」によると、地方自治体では、再エネの「地産地消」へ

の期待のなかで、その仕組みづくりを要望する声が多いことが浮き彫りとなっ

ている。 

 今回取り上げた２つの事例（岩手県北上市、会津電力（株））は、ともに東日

本大震災で甚大な被害を受けた被災県のものであるため、取材先からは、再エ

ネを活用した地域のエネルギー自立に対する熱くて強い想いを感じることがで

きた。この想いと当事者意識こそが、取組み自体の実効性を高める原動力であ

ろう。 

 再エネの「地産地消」に向けた取組みでは、地元自治体、地元民間企業、地元

住民の連携が重要であることに加え、地元金融機関の果たす役割も大きい。信

用金庫をはじめとする地域金融機関には、今後、再エネ事業の事業性評価や事

業資金の調達の面での役割が大きく期待されよう。 
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１．はじめに                                 

これまで、バイオマスの利活用に関連したレポートとして、信金中金月報 2014 年 11

月号「新たな産業創出が期待できるバイオマス産業都市 －バイオマス利活用を軸とし

た地域循環型社会の形成－」、信金中金月報 2015 年２月号「持続可能なバイオマス利

活用への挑戦 －バイオマスを利活用した産業化に向けて－」、信金中金月報 2015 年７

月号（予定）「注目されるバイオマス利活用の真の事業化に向けて －バイオマス事業

化にあたっての留意点－」を発刊した。バイオマスを利活用した“まちづくり”やバイ

オマス事業者の先進的な事例を紹介するなかで、バイオマスでの「地産地消」（地域循

環型社会の形成）の重要性を示唆している。 

本稿では、再生可能エネルギー（以下「再エネ」という。）の対象をバイオマスから

広げ、再エネの「地産地消」を題材とした第一弾として、地方自治体が中核的な役割を

担う事例と地元民間企業が中核的な役割を担う事例の２つを紹介する。 

 

２．期待高まる再生可能エネルギーでの「地産地消」                    

（一社）創発的地域づくり・連携推進センター1が公表した「再生可能エネルギー導入

の実態と自治体意向調査集計結果 －地域が元気になる再生可能エネルギー推進の観点

から－」2によると、地方自治体では、再エネに対して、「地域のエネルギーを地域で調

達できる」の回答が最も多くなっている（図表１）。すなわち、地方自治体では、再エ

ネを「地産地消」の対象として捉えていることがわかる。また、ＦＩＴ（固定価格買取

制度）の意義に対する回答では、「地域に貢献する再生可能エネルギーの電力を優先す

るなど、仕組みを早急に改善すべき」が過半数を占めた（図表２）。地方自治体では、

再エネの「地産地消」への期待のなかで、その仕組みづくりを要望する声が多いことが

浮き彫りとなっている。 

                         
1 14年６月13日に設立された。略称をECO－RICといい、（独）科学技術振興機構・社会技術研究開発センター・
統合実装プロジェクト「創発的地域づくりによる脱温暖化」と共同し、①持続力と自律性のある長期持続型の地域
構築のための、分野横断型研修、②創発的地域づくりのためのデータプラットフォームを通じた各種再エネ関連
情報・ノウハウの提供、③地域の再エネ・省エネ・環境・金融計画等作成に関する支援事業、④その他、地域と大
学等をつなぐ連携促進事業、地域間をつなぐネットワークの場の提供を通じて、全国の各自治体の創発的地域
づくりと連携推進を支援する組織である。 
2 14 年 10 月中旬に、全国の自治体を対象にアンケート調査を実施し、414 件、２割強の回答率を得た。 

目次 

１．はじめに 

２．期待高まる再生可能エネルギーでの「地産地消」 

３．再生可能エネルギーでの「地産地消」への挑戦 

 (１) 岩手県北上市 

（２）会津電力株式会社（福島県喜多方市） 
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こうした再エネの「地

産地消」への期待が高ま

るなか、2016 年予定の電

力小売の全面自由化によ

り、多様な特定規模電気

事業者3（以下「ＰＰＳ」

という。）の市場参入が

可能になることを見据え

て、秋田県鹿角
かづ の

市、群馬

県中之条町、広島県安芸

高田市、福岡県みやま市

などでは、地方自治体に

よるＰＰＳ立上げの動き

が出ている（図表３）。 

次章では、再エネの「地

産地消」において地方自

治体が中核的な役割を担

                         
3 「ＰＰＳ（Power Producer and Supplier）」とは、工場の余剰電力を活用したり自家発電したりして、電気を安価に
供給する電力業界への新規参入事業者である。00 年の規制緩和で、大口向けの電力小売りが自由化されたこ
とで登場し、全国に 80 社ほど設立された。 

（図表１）地方自治体での地域の再エネ事業による地域貢献への期待 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

地域へのI/Uターン者の増加につながる

地域の農林漁業者の副収入になる

資金の地域内循環につながる

地域全体の発展につながる

地域の新たな産業となる

地域の事業者の新しいビジネスチャンスになる

地域の雇用を増やす

地域の防災対策になる

地域のエネルギーを地域で調達できる

（％）
 

（備考）（一社）創発的地域づくり・連携推進センター（14 年 12 月）「再生可能エネルギー導入の実態

と自治体意向調査集計結果」をもとに信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 

（図表２）「ＦＩＴ（固定価格買取制度）は中長期的にはコストの軽減を期待する

もの」という考えに対する意見 

その通りでFITの仕

組みを維持すべき

（19.3％）

地域に貢献する再生可能エネ

ルギーの電力を優先するなど、

仕組みを早急に改善すべき

（64.0％）

廃止を検討すべき

（1.0％）

その他

（15.7％）

（備考）（一社）創発的地域づくり・連携推進センター（14 年 12 月）「再生可能

エネルギー導入の実態と自治体意向調査集計結果」をもとに信金中央金庫 

地域・中小企業研究所作成 
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う事例（岩手県北上市）と地元民間企業が中核的な役割を担い地元自治体に働きかけて

いる事例（会津電力（株））の２つを紹介する。 

 

（図表３）再エネによる「地産地消」の主な取組み事例 

北海道下川町

バイオマス熱

電併給

北海道別海町

バイオガス

発電
秋田県鹿角市

再エネでの地

域電力会社
岩手県北上市

スマートコミュ

ニティ構想（太

陽光発電）

群馬県中之条町

再エネでの地域

電力会社

三重県多気町

小水力発電プ

ロジェクト

福岡県みやま市

再エネでの地域

電力会社

広島県安芸高田市

再エネでの地域

電力会社

岡山県真庭市

バイオマス産業

杜市

宮城県東松島市

東松島スマート

防災エコタウン

茨城県牛久市

食とエネルギー

の地産地消

長野県飯田市

太陽光発電プ

ロジェクト

北海道苫前町

商業用風力発

電

会津電力（株）

再エネでの地域

電力会社

 
（注）図表中、岩手県北上市と会津電力（株）の事例は、３章で紹介する。 

（備考）各種報道記事をもとに信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 
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３．再生可能エネルギーでの「地産地消」への挑戦 

（１）岩手県北上市4（人口：97,607 人（2015 年４月現在）） 

  ①経緯 

   同市では、東日本大震災直後の 2011 年４月に就任した髙橋敏彦市長のリーダー

シップの下、東日本大震災でエネルギーおよび社会インフラの脆弱性を痛感した経

験を踏まえ、地域の防災拠点で自立・分散型エネルギーとして再エネを有効活用す

ることにより、災害に強く、自立的かつ持続可能なスマートコミュニティの構築を

目指してきた。 

   こうしたなか、

12 年３月、「北上

市あじさい5型スマ

ートコミュニティ

構想モデル事業」

が、経済産業省の

スマートコミュニ

ティ導入促進事業

に採択され、さら

に同年 12 月、本事

業のマスタープラ

ンが認定されるこ

とにより、13 年度

から15年度にかけ

て本格的にモデル

事業を実施するこ

とになった。 

   髙橋敏彦市長が

本事業に対して非

常に前向きな姿勢

であり、東日本大

震災直後で市議会

や市民の間に自

                         
4 岩手県内陸部に位置し、91 年、北上市、和賀町、江釣子村の３市町村が合併し誕生した。市域面積は 437.55
平方キロメートル。交通の要所であることから、製造業を中心とした北東北の産業拠点都市となっている。 
5 北上市には 16 の地域（黒沢尻北、黒沢尻東、黒沢尻西、立花、飯豊、二子、更木、黒岩、口内、稲瀬、相去、
鬼柳、江釣子、和賀、岩崎、藤根）がある。それぞれの地域を一つの花弁に例え、それぞれの地域（花弁）がそれ
ぞれの資源や魅力を活かして活力ある地域を形成し、それぞれが協働することで北上市全体を活性化したいと
いう想いから、「あじさい」と命名した。 

（図表４）北上市あじさい型スマートコミュニティ構想モデル事業（マスター

プラン）の構成 

2013年度

メガソーラー整備・運営

事業

2014年度 2015年度

【主な設備】

1.5メガワット＋1.4メガワット

（年間発電量249万kWh）

【整備費用（うち補助金）】

９億700万円（8,300万円）

【実施主体】

北上市

市庁舎エネルギーマネジメン

ト事業

【主な設備】

蓄電池300kWh

EV車・急速充電器（各１）

ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ

【整備費用（うち補助金）】

１億5,600万円（１億400万円）

【実施主体】

北上市

ソーラーパーク整備・運営

事業

【主な設備】

太陽光発電45kW

蓄電池25kWh

ソーラー外灯20基

【整備費用（うち補助金）】

１億3,900万円（9,300万円）

【実施主体】

北上市

防災拠点機能強化事業

【主な設備】

EV車・充電器（各７施設）

需給管理装置７施設

【整備費用（うち補助金）】

１億6,400万円（１億900万円）

【実施主体】

北上市

オフィスアルカディア北上太陽

光発電等・運営事業

【主な設備】

太陽光発電20kW

蓄電池15kWh

【整備費用（うち補助金）】

3,500万円（2,200万円）

【実施主体】

（株）北上オフィスプラザ

地域エネルギーマネジメントシ

ステム整備・運営事業

【主な設備】

地域エネルギーマネジメントシ

ステム（CEMS）

【整備費用（うち補助金）】

２億1,600万円（１億3,300万円）

【実施主体】

（株）NTTファシリティーズ

 
（備考）北上市資料をもとに信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 
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立・分散型エネルギーの必要性が強く意識されていたタイミングであったため、本

事業は、市全体で一丸となった取組みになっている。 

 

  ②事業の概要 

   本事業の目標は２段階に分けられ、既存の市関連施設に再エネを分散配置し、そ

れらで使用する電力の再エネ比率を高めることにしている。具体的には、「ＳＴＥ

Ｐ１」で、①本庁舎の使用電力の 20％以上を分散電源で担う、②災害時の災害対策

本部および一次避難所の電源確保を、「ＳＴＥＰ２」で、①水力等の再エネの増加

に伴い、市関連施設の使用電力の 20％以上を再エネとすることを目指す、②目標対

象施設を江
え

釣子
づり こ

庁舎、和賀庁舎へ拡大することが定められている。 

   本事業では、マスタープランに従って、13 年度から 15 年度の３年間にわたって

順次、６つの事業に取り組んでいる（図表４）。本庁舎および市内の複数拠点に設

置された太陽光発電設

備および蓄電池を、地

域エネルギーマネジメ

ントシステム（ＣＥＭ

Ｓ：Community Energy 

Management System）に

より監視、制御し、Ｓ

ＴＥＰ１①の目標達成

を目指している。代表

的なモデル事業として、

メガソーラー整備・運

営事業である北上第

１・第２ソーラー発電

所（愛称：かむいソー

ラー）（図表５）が挙

げられる。市有地（遊

休地）約 67,000 ㎡に太

陽光パネルを設置し、

2,900kW（第１ソーラー

発電所 1,500kW、第２

ソ ー ラ ー 発 電 所

1,400kW）の出力で運営

（図表５）北上第１・第２ソーラー発電所（かむいソーラー） 

 
（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影 

 

（図表６）北上陸上競技場 

 
（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影 
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している6。そのほか、北上陸上競技場（図表６）でのソーラーパーク整備・運営事

業などが本格的に稼動している。事業主体には、同市に加えて（株）北上オフィス

プラザ7と、エネルギー事業者として（株）ＮＴＴファシリティーズが加わっている。

同市の運用計画では、事業期間は 14 年から 34 年までの 20 年間、収支は１億 8,600

万円の黒字見通し8である。 

   当初のマスタープランの策定時には、再エネの地産地消の発想はなかったが、経

済産業省からの助言等を受けて、15 年３月、（株）ＮＴＴファシリティーズによる

100％出資（資本金 1,000 万円）で、地域新電力会社として合同会社 北上新電力を

設立した。再エネの地産地消の“見える化”を目的としている。 

 

  ③事業の将来展望 

   13 年度から現在までのモデル事業では、将来の事業展開を見据えて、再エネにか

かるデータ蓄積に注力してきた。今後、同市の「再生可能エネルギー活用推進計画」

に、目指す姿として掲げた「エネルギーをつくり、賢くつかい、未来を築く人を育

てるまち」を達成するため、髙橋市長のいう「市民展開」（スマートコミュニティ

事業の収益を、市民を巻き込んだ再エネ事業に再投資する）を図っていく。 

   また、同じ市内であっても平野部（北部、中央部、南部）では太陽光発電あるい

は太陽熱利用の可能性が高く、西部や東部では木質バイオマス活用の可能性が高い

など地域性があることから、地域の相性を考慮した再エネ利用を推進していく。 

   さらに、岩手県立黒沢
くろさわ

尻
じり

工業高等学校のエネルギー環境教育が、同市、学校周辺

の住民、岩手大学、地元ＮＰＯを巻き込んだ「黒岩プロジェクト」（北上市再生可

能エネルギー活用推進事業）に発展した。同市として、このようなエネルギー環境

教育や地域づくり活動を積極的に支援していく方針である。 

   そのほか、同市は、14 年９月、同市に本店を置く北上信用金庫9（高橋道夫理事

長）と「地域経済活性化に関する包括連携協定」を締結した。同金庫は、同市の産

業振興に全面的に協力していくとともに、太陽光発電事業者向け貸出に積極的に取

り組むことで、本モデル事業への間接的な協力につなげている。 

 

（２）会津電力株式会社（福島県喜多方市） 

  ①経緯 

   同社の佐藤彌右衛門社長は、1790 年から続く老舗の造り酒屋「大和川酒造店」の

                         
6 想定年間発電量は、約 249 万 kWh で、一般家庭約 700 世帯分の年間使用電力に相当する。 
7 中小企業基盤整備機構、岩手県、当市および複数の民間企業の出資により設立された第３セクターで、北上
中部地方拠点都市地域の北上産業業務団地「オフィスアルカディア北上」の中核施設である。 
8 同市の再生可能エネルギー活用推進計画に基づき、再エネ活用事業等に活用する予定 
9 創立 1948 年９月３日、常勤役員数 110 名（14 年３月現在）、店舗数９店舗（14 年９月現在）、預金量 873 億円
（同）、貸出量 462 億円（同）、会員数 10,942 名（同）である。 
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９代目当主である。東日本大震災前か

ら、福島県相馬郡飯舘村の酒造りを支

援するなど、福島県各地で地域おこし

のお手伝いの活動をしていた。飯舘村

では、1983 年より、村の米で「おこし

酒」を造り続けていた。2010 年 12 月、

飯舘村より「までい大使10」を拝命し

た。 

   2011 年３月 11 日に東日本大震災が

発生し、佐藤社長は、「福島県を何と

かしなければいけない」という強い意

識の下、まず飯館村の全村避難という

悲劇を鑑み、有志と計らって「いいた

てまでいの会」を設立し、支援を開始

した。そして同年８月には、民俗学者

の赤坂憲雄氏等や有識者に声かけをし

て、県民の声を国や東京電力に訴え「新

しい福島」を考える場として、（一社）

ふくしま会議11を立ち上げた。 

   こうしたなか、佐藤社長は、国や東京電力を批判しているだけでは単なる社会運

動に過ぎず何ら解決策にならないと考え、「原発被害をそれほど受けていない会津

地域でできることはないか」との問題意識を持った。会津地域は、猪苗代湖や只見

川など水資源に恵まれ、現存する水力発電所の発電能力だけで約 500 万 kW 規模で

あり、福島県全域の使用電力を十分にまかなえる。こうしたことから、「人間の生

活に必要なものは、水、食料、エネルギー。再エネでの自立を図ろう。」という想

いの下、（一社）ふくしま会議で培った人脈や地元有志に呼びかけて、会津電力（株）

（図表７）を立ち上げるに至った。 

   佐藤社長以下役員は、単に“ご当地エネルギー会社”を立ち上げたわけでは決し

てない。「すべては 未来の 子供たちのために」をキャッチフレーズにしている

とおり、“次世代の子どもたちのために”というブレのない強い意思で設立した。

また、当社は、会津地域をはじめとする福島県内での地域還元を目的とした「公共
．．

的
．
株式会社」を目指していく。 

 

 

                         
10 “までい”は、地元の言葉で「心をこめて」という意味であり、飯舘村の村づくりのキャッチフレーズ 
11 http://www.fukushima-kaigi.jp/?page_id=10 参照。佐藤社長は、当団体の理事である。 

（図表７）会津電力（株）の概要 

本 社 所 在 地 福島県喜多方市

当社の概要
社　　　　　名 会津電力（株）
代　　　　　表 佐藤 彌右衛門

事  業  内  容 自然エネルギー事業

設　　　　　立 2013年8月
従　業　員　数 9名（うち役員5名）
資　　本　　金 5,000万円

 
（注 1）写真（中）が佐藤 彌右衛門代表取締役社長、

写真（左）が磯部英世専務取締役、写真（右）

が折笠哲也常務取締役 

（注 2）15 年３月末現在 

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 
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  ②事業の概要 

   同社は、2013 年度から 14 年度にか

けての第１期事業において、再エネの

なかでも比較的事業リスクが小さく、

かつ短期間で設計施工できるとの判

断の下、太陽光発電事業から取り組ん

だ。 

   同社所有の代表的な発電所12は、雄
お

国
ぐに

発電所（図表８）である。会津地域

で初めてのメガソーラー発電所であ

り、年間予想発電量は約 100 万 kW で

一般家庭約 300 世帯分相当である。当

該敷地は、地元の地権者から、雑種地

を約２万７千㎡借地した。太陽光パネ

ルは、インリー・グリーンエナジー社
13（中国）製であり、3,740 枚設置し

ている。会津地域は積雪量が多いこと

から、設置にあたって実証実験を重ね、

太陽光パネルの角度は、雪が滑りやす

い 30 度とした。冬の積雪のほか夏の

雑草に対しても十分な高さを確保す

る観点から、単管パイプを地上 2.5ｍ

の高さに組んだ架台を設置している。 

   また、地元市民や子どもたちへの再

エネ普及啓発拠点として、体験学習施

設「雄国大學」を敷地内に併設した（図

表９）。15 年６月には１か月間で７

組（中学生２組、大学生１組、一般４

組）に対応するなど、学生・一般市民

に対して再生可能エネルギーの普及

啓発について取り組んでいる。 

   そのほか、同社は、市民協働の観点

から、市民出資の資金調達・運用を行

うことを目的に、同社 100％出資の特

                         
12 雄国発電所のほか、飯豊蔵発電所（大和川酒造飯豊蔵屋根）と岩月発電所（喜多方市岩月町）がある。 
13 http://www.yinglisolar.com/jp/about/を参照 

（図表８）雄国太陽光発電所 

事業の概要
設置場所 福島県喜多方市熊倉町
敷地面積
発電設備容量

パネル枚数
総事業費
設備稼働日

26,707㎡
１メガワット
1,086,180kW
270W×3,740枚
約3億7千万円
2014年10月28日

年間予想発電量

 
（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 

（図表９）雄国大學（体験学習施設） 
① 施設外観

② 施設内観 ③ 市民ファンド出資者一覧パネル

 
（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影 
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別目的会社アイパワーアセット（株）を設立した。第１期事業では、（株）自然エ

ネルギー市民ファンド14に委託し、１か月半の短期間で 9,980 万円（１口 20 万円を

499 口、10 年償還、２％配当）を調達した。当該資金を使って、50kW 規模の太陽光

発電所が地域内 22 か所15に設置された。地元住民が停電などの非常事態時に非常用

電源として利用できるよう、また一つの発電所で事故が起きても発電事業が止まら

ないよう“小規模分散”とした。 

   現在、同社およびアイパワーアセット（株）が実施する太陽光発電所はすべて稼

動しており、総発電容量は 2.54 メガワットとなっている。 

 

  ③事業の将来展望 

   15 年度からの第２期事業以降、太陽光発電に加えて、風力発電、小水力発電、バ

イオマス発電に取り組んでいく。風力発電事業では、福島県の実験データを分析し

て候補地を絞り込み、一部を市民出資で資金調達した上で、２メガワット規模の発

電所１か所と 50kW 規模の小規模発電所を複数か所設置したいと考えている。小水

力発電事業では、15 年末までを目処に、１メガワット規模の発電所を１か所と 50kW

規模の小規模発電所を１か所設置する予定である。バイオマス発電事業では、２件

の実証実験（木質バイオマス、メタン発酵）を検討している。 

   また、同社は、「公共的株式会社」として会津地域 17 市町村に働きかけを続け

るなか、15 年３月、猪苗代町、磐第町、西会津町、北塩原町の４町村から新たに出

資を受けることになった。この４町村を中心に、それぞれの地域資源に見合った再

エネのあり方を提案し、各自治体が“再エネの地産地消”に取り組むきっかけづく

りをしていく方針である。 

   さらに、同社は、地元で自主的に“ご当地エネルギー会社”を立ち上げようとす

る気運を後押ししている。14 年９月には、飯舘電力（株）16（福島県相馬郡飯舘村）

の設立を支援し、現在、50kW の太陽光発電１基が稼動しており、今後、村内 16 か

所に設置を拡大していく。福島県南会津郡只見町でも“ご当地エネルギー会社”の

只見電力を設立する動きが出ていることから、地元町議会議員や地元製材業者を支

援している。同社は、今後とも、こうした地域のエネルギー自立の動きを積極的に

支援し続け、これら自立の動きが地域のアイデンティティを強めることにつながる

ことを期待している。 

   こうした再エネ事業を福島県内に“面的”に展開していくうえで、地元の金融機

関による資金面での支援は欠かせない。なかでも、同社が会津地域で再エネ事業を

展開するにあたり、身近にある会津信用金庫17への期待は大きい。 

                         
14 http://www.greenfund.jp/を参照 
15 小規模太陽光発電施設の敷地は約 300 坪である。主に、市町村の遊休地や公共施設の屋根を借りている。 
16 http://iitatepower.jp/を参照。佐藤社長は、飯舘電力（株）副社長を兼任している。 
17 本店は福島県会津若松市、創立は 1941 年３月、常勤役員数 182 名（14 年３月現在）、店舗数 18 店舗（同）、
預金量 1,834 億円（同）、貸出量 764 億円（同）、会員数 26,325 名（同）である。 



©信金中央金庫 地域･中小企業研究所 

10 

産業企業情報  ２７－４     ２０１５.６.２４ 

４．おわりに 

 以上３章で取り上げ

た２つの事例は、とも

に東日本大震災で甚大

な被害を受けた被災県

のものであるため、取

材先からは、再エネを

活用した地域のエネル

ギー自立に対する熱く

て強い想いや“何とか

したい”という当事者

意識を感じることがで

きた。 

 今回のテーマに掲げ

た再エネの「地産地

消」に向けた取組みで

は、地元自治体、地元

（図表 10）地域の再エネ推進に前向きな地域金融機関が一つ以上あるか 

はい

（24.2％）

いいえ

（3.9％）
わからない

（72.0％）

（備考）（一社）創発的地域づくり・連携推進センター（14 年 12 月）「再

生可能エネルギー導入の実態と自治体意向調査集計結果」をもとに信

金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 

（図表 11）地方自治体における再エネ推進上で直面している課題 

0 10 20 30 40 50

設備利用率が上がらない

系統接続容量を独占されて使えない

燃料調達が不安定で困難である

事前調査の費用がかかりすぎる

法的なチェックが行きわたらない

現在ある再エネ施設・設備に関するトラブル、苦情がある

計画中の再エネ施設・設備に関するトラブル、苦情がある

地域の利害調整が難しい

初期費用が高く事業性がない

事業資金の調達が難しい

再エネ導入に詳しい人材がいない

事業性の見極めが困難である

（備考）（一社）創発的地域づくり・連携推進センター（14 年 12 月）「再生可能エネルギー導入の実態

と自治体意向調査集計結果」をもとに信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 
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民間企業、地元住民の連携が重要であることに加え、地元金融機関の果たす役割も小さ

くない。（一社）創発的地域づくり・連携推進センターによる地方自治体向けアンケー

ト結果をみると、残念ながら、地域金融機関における再エネ推進に向けた取組み姿勢は

必ずしも前向きとはいえない（図表 10）。しかし、地方自治体が再エネの取組みで直面

する主な課題をみると（図表 11）、信用金庫をはじめとする地域金融機関には、再エネ

事業の事業性評価や事業資金の調達の面での役割が大きく期待されよう。 

 なお、次号では、再エネの「地産地消」に前向きに取り組んでいる事例を引き続き紹

介するほか、今回の事例と総合して、事例から導き出される再エネの「地産地消」のあ

り方を考察したい。 

                                   以 上 

                                （藁品 和寿） 

（参考文献） 

・（一社）創発的地域づくり・連携推進センター（2014 年 12 月）「再生可能エネルギー導入

の実態と自治体意向調査集計結果」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本レポートのうち、意見にわたる部分は、執筆者個人の見解です。また当研究所が信頼できると考える情報

源から得た各種データなどに基づいてこのレポートは作成されておりますが、その情報の正確性および完全性

について当研究所が保証するものではありません。 
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信金中央金庫地域・中小企業研究所 活動状況 

（2015 年５月末現在） 

 

○レポート等の発行状況（2015 年５月実績） 
発行日 分     類 通巻 タ  イ  ト  ル 

15.5.1 内外金利・為替見通し 27-2 景気は回復基調を取り戻しつつあるが、コア消費者物価

は前年比横ばい圏内 

15.5.13 内外経済・金融動向 27-2 最近の雇用・所得環境と今後の見通し 

－人手不足感は根強いが、賃上げの波及ペースはなお緩

やか－ 

15.5.22 経済見通し 27-1 実質成長率は 15 年度 1.5％､16 年度 2.1％と予測 

－民需主導で景気回復ペースは徐々に高まる見通し－ 

15.5.27 金融調査情報 27-4 信用金庫の職域セールスへの取組みについて 

15.5.27 金融調査情報 27-5 地域銀行における「LINE」を介した情報配信への取組み

について 

 

○講演等の実施状況（2015 年５月実績） 

実施日 講 演 タ  イ  ト  ル 主     催 講演者等 

15.5.1 「地域市場システム論～信用金庫の役割と

地域経済活性化～」（協同組織金融機関の

意義） 

小樽商科大学 

札幌信用金庫 

松崎英一 

15.5.7 地方創生対応支援セミナー 大垣信用金庫 松崎祐介 

15.5.20 まち・ひと・しごと創生総合戦略と信用金

庫の取組み 

近畿地区信用金庫協会 松崎英一 

15.5.22 省エネに向けた取組みについて 新発田商工会議所 

新発田信用金庫 

井上有弘 

15.5.22 日本経済の現状と展望 東京三協信用金庫 斎藤大紀 

15.5.25 まち・ひと・しごと創生総合戦略と信用金

庫の取組み 

阿南信用金庫 松崎英一 

15.5.26 永続企業の条件とは（第二創業の進路） 栃木商工会議所 

栃木信用金庫ほか 

鉢嶺 実 

15.5.27 地方創生に関する自治体向け提案策定 室蘭信用金庫 大野英明 

15.5.28 地方創生に関する自治体向け提案策定 札幌信用金庫 大野英明 

15.5.28 地方創生に関する自治体向け提案策定 北海信用金庫 大野英明 

 
＜信金中央金庫 地域・中小企業研究所 お問い合わせ先＞ 

〒103-0028 東京都中央区八重洲１丁目３番７号 

TEL 03-5202-7671（ダイヤルイン）       FAX 03-3278-7048 

e-mail：s1000790@FaceToFace.ne.jp 

URL http://www.shinkin-central-bank.jp/（信金中央金庫） 

http://www.scbri.jp/（地域・中小企業研究所） 

 


